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第１ 総則 

 

１ 事業名 

新宮こども園整備事業 

 

２ 本書の位置付け 

本要求水準書は、新宮こども園整備事業（以下「本事業」という。）を実

施するに当たり、たつの市（以下「発注者」という。）が事業者に対し、本

事業の各業務において達成しなければならない要求水準を示すものである。 

なお、要求水準書は、受注候補者の選定過程における審査条件として位置

付けること。 

(１) 要求水準は、原則として発注者が要求する機能と性能を規定するもの

であり、施設の具体的仕様及び工法や機器などについては、事業者（以下

「受注者」という。）が要求水準を満たすように提案するものである。 

(２) 受注者が提案した提案書（以下「提案書」という。）の内容における

水準が、要求水準書に示された水準を上回るときは、当該提案内容を優先

的に適用すること。 

(３) 提案書の内容については、設計業務において発注者との協議により具

体的仕様その他を決定すること。 

(４) 受注者は、本事業の事業期間にわたって要求水準を遵守しなければな

らず、業務報告を実施すること。なお、発注者は、要求水準書に示した事

項及び提案書の内容に基づき業務報告及び改善要求を行うこと。 

(５) 発注者は、本事業期間中に次の事由により要求水準書の見直しを行う

ことができる。要求水準書の見直しに当たり、発注者は事前に受注者へ通

知すること。見直しに伴い、要求水準書を変更するときは、これに必要な

契約変更について、協議すること。 

  ア 法令等の改正により、本工事対象物に係る要求水準書を変更する必要

がある場合 

  イ 発注者の事由により、本工事対象物に係る要求水準書を変更する必要

がある場合 

ウ 受注者による本工事対象物に係る要求水準書の変更提案に対して、発

注者がその提案を採用した場合 

エ その他、本工事対象物に係る要求水準書の変更が特に必要と認められ 

る場合 
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３ 事業範囲 

本事業の業務範囲は、次に示す範囲のほか、各種適用基準、要求水準書及

び質問に対する回答書で定めたものとする。 

 (１) 基本設計 

  ア 現地調査、関係者協議 

  イ 地質調査 

  ウ 各種許認可申請等業務 

  エ 事務備品及び調理機器の検討 

 (２) 実施設計 

  ア 積算業務 

  イ 設計意図伝達業務 

   ※ 市に基本設計図書を提出し、市担当課の承諾を得た後、詳細設計を

進めること。 

(３) 建設工事（敷地内の外構整備を含む。） 

  ア 幼保連携型認定こども園建設工事（電気、機械設備含む。） 

  イ 附帯施設整備工事 

  ウ 外構整備工事 

 (４) 工事監理 

  ア 設計図書の内容把握、施工図等の検討及び報告 

  イ 工事と設計図書との照合及び確認の結果報告 

  ウ 工事監理報告書等の提出 

  エ 設計図書に定めのある施工計画の検討及び報告 

  オ 関係機関の検査の立会い等 

※ 事業範囲外：発注者が別途発注し、下記期日までに完了させる内容 

      事務備品調達業務及び調理機器調達・搬入設置業務（令和 12年３

月末まで） 

 

４ 事業スケジュール 

事業期間は、令和 12年（2030年）２月 28 日(木)までとする。なお、受注

者の責めに帰すことのできない事由により、工期の延長が必要となった場合

は、延長期間を含め、発注者と受注者が協議して決定する。 

 

概略スケジュール表 

 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

基本計画

●

●

●：完成・検査

●
　　工事

　　監理業務
←〇→ 実施設計

凡例　〇：入札・着手

業務 基本設計 ●

年度
令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

小中一貫校建設工事 仮設校舎解体 新宮こども園解体等整備工事設計業務
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５ 契約書類の構成及び優先順位 

契約書類の構成及び優先順位は次のとおりとし、各書類間で相違がある場

合は優先順位の高いものを正とし、疑義が生じた場合、発注者と受注者の協

議により決定すること。 

なお、提案書の内容が、要求水準書に示された水準を上回るときは、当該

提案内容を優先的に適用すること。 

(１) たつの市指示事項 

(２) 質問回答書 

(３) 本要求水準書 

(４) 設計図 

(５) 標準仕様書 
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第２ 各事業における条件 

 

１ 各種条件 

 (１) 計画地の概要 

ア 事業場所  たつの市新宮町新宮 地内（新宮小学校仮設校舎敷地） 

  イ 敷地面積  4,699㎡ 

          ※ 申請上の敷地面積は、実施設計において最終決定す

るものとする。 

  ウ 接道道路  敷地西側（市道新宮３号線）：幅員約 6.9ｍ 

          ※ 新宮地域小中一貫校建設工事に伴い、道路幅員拡張

予定 

          敷地東側（市道新宮下野線）：幅員約 1.9ｍ～4.0ｍ 

  エ 用途地域  第一種中高層住居専用地域 

  オ 防火地域  指定なし 

  カ 高度地区  第一種高度地区 

  キ そ の 他  居住誘導区域 

  ク 建ぺい率   60％ 

  ケ 容 積 率  200％ 

  コ 道路斜線  1.25 

  サ 隣地斜線  20ｍ＋1.25 

  シ 北側斜線  10ｍ＋1.25 

  ス 日影規制  あり（GL+4.0m、2.5h-4h） 

  セ 埋蔵文化財  埋蔵文化財包蔵地ではない 

  ソ 浸水想定  5.0ｍ～10.0ｍ未満 

 (２) インフラ条件等 

事業用地に関するインフラ整備状況は下記のとおり。 

提案または施工に当たっては、受注者が各インフラ管理者に確認及び協議

等を行い、接続箇所・方法等を決定すること。 

  ア 上水道  西側道路 本管 50mm 

  イ 下水道  公共下水区域 

  ウ ガ ス  プロパンガス 

  エ 電 気  関西電力管内 

(３) 建築基準法（昭和 25年法律第 201号）による用途 

幼保連携型認定こども園 
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２ 施設の概要 

 (１) 事業の目的 

新宮こども園については、たつの市新宮地域小中一貫校建設基本計画に

基づき、園児数に応じた効率的かつ持続可能な施設運営を図るため、現新宮

小学校仮設校舎の解体後、当該地に移設整備するものである。 

また、エネルギー効率の向上、温室効果ガスの削減、環境負荷の低減及び

運営コストの縮減を図るため、第４次たつの市地球温暖化対策実行計画に基

づき、ＺＥＢ Ready以上の基準を満たす施設として整備する。 

 (２) 基本方針 

子どもたちの主体性や創造性を伸ばし育むことができるとともに、使い

やすく安心・安全な施設とすることを基本とし、今後、公共建築物として

脱炭素化社会の実現に資することや子どもたちにとって温かみやぬくもり

が感じられる施設整備を目指すこと。 

  ア 安心・安全でぬくもりやゆとりが感じられる施設 

   (ア) 教育・保育に適したゆとりや安心・安全が確保できる施設とする

こと。 

   (イ) 職員同士の連携、協働が取りやすく働きやすい施設とすること。 

  イ 教育・保育の質的向上が図れる施設 

   (ア) 支援の必要な子どもの保育がしやすい施設とすること。 

   (イ) 子どもが自ら主体的、継続的に遊びができる施設とすること。 

  ウ 保護者、地域、学校等との連携がしやすい施設 

(ア) 子育て相談や支援機能を持ち、園務システムなどＩＣＴ等の活用

により、保護者や地域との情報共有や連携が図りやすい施設とするこ

と。 

   (イ) 地域に溶け込んだ活動がしやすい施設とすること。 

  エ 地球環境に配慮した持続可能な社会の実現に寄与する施設  

省エネ・創エネ機能を積極的に取り入れたＺＥＢ Ready以上の基準を

満たす施設とすること。  

オ 地域への配慮  

   (ア) 近隣への騒音(特に隣接する住宅に対して)、臭気、日照等に配慮

すること。 

   (イ) はりま新宮小中一貫校の児童・生徒の登下校時の安全に配慮する

こと。 

(ウ) 施設利用者及び食材搬入等について、車両出入時の安全が図れる

よう配慮すること。 

   (エ) こども誰でも通園制度について、市民利用に配慮すること。 

   (オ) 環境への配慮  
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    ａ ＣＯ２の排出抑制など環境負荷の低減を図る省エネルギー機器を

導入すること。 

    ｂ 廃棄物の減量化に配慮すること。 

カ ライフサイクルコスト及びランニングコストの軽減 

     将来における修繕、更新等への対応及び運営コストの軽減等、経済

性・将来負担に配慮すること。 

 (３) 定員数の設定 

新宮地域における就学前児童の人口や市外の教育・保育施設への就園状

況を踏まえるとともに、認定こども園として適切な集団規模を形成できる

定員数として以下のとおりとする。 

表：新宮こども園の定員数 

年齢 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 

人数 ７人 11人 15人 15人 21人 21人 90人 

 

 (４) 子育て支援機能の整備内容 

  ア こども誰でも通園制度 

一時預かりのための諸室として整備し、プレ保育や地域交流等にも使

用できるよう、フレキシブルな空間として整備すること。 

  イ 相談機能 

相談・面談室・子育て相談窓口としてプライバシーを確保し、保護者

等が利用しやすい環境のある個室を整備すること。また、オンラインで

の相談が可能な設えとすること。 

(５) 施設規模の算定 

ア 園舎 

条例等で定められた園舎や園庭、保育室等の認可基準面積を基に、公

立認定こども園として支援が必要な園児等に配慮した計画として面積を

算定すること。また、施設規模は、別紙１「必要諸室一覧」の合計906㎡

を目安とすること。 

イ 付帯施設 

   (ア) プレハブ倉庫（約 20㎡）×１基 

   (イ) 収納型プール（6,120ｍｍ×3,400ｍｍ）×１基（給排水設備共） 

   (ウ) 自転車置き場（５台程度）×１基 

   (エ) 飲料水用設備、手洗用設備及び足洗用設備×１か所 

   (オ) ごみ置場（ストッカー）×１か所 

   (カ) 散水栓×２か所 

  ウ 園庭・遊具 

   (ア) 園庭は約 450㎡以上を確保し、さらに、０～２歳児園庭（遊具共）
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も計画すること。 

(イ) 園児の利用動線に配慮した配置計画とし、ふるい真砂土（山東真砂

土）で仕上げること。 

   (ウ) 遊具については、別紙４「遊具リスト」の遊具を整備すること。 

  エ 駐車場 

身障者用（１台）3,000mm×5,000mm、管理用駐車場（１台）2,500mm×

5,000mm、緊急車両用（１台）2,500mm×5,000mm、給食食材搬入用駐車場（１

台）2,500mm×5,000mm、保護者・職員用駐車場（20台）2,500mm×5,000mm、

車路幅 6,000mmも含めアスファルト舗装とし、車止めを設置すること。 

 (６) 施設の人員予定（職員配置基準人数） 

ア 職 員  12人 

  イ 調理員  ２人 

  ウ こども誰でも通園制度担当職員 ２人   計 16人 

(７) 本施設の供用開始時期 

   令和12年４月（予定） 

 

３ 適用法令及び適用基準等 

(１) 関係法令などの遵守  

  ア 法令等 

   (ア) 地方自治法（昭和22年法律第67号） 

   (イ) 学校教育法（昭和22年法律第26号） 

   (ウ) 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関

する法律（認定こども園法）（平成18年法律第77号） 

   (エ) 学校給食法（昭和29年法律第160号） 

   (オ) 学校保健安全法（昭和33年法律第56号） 

   (カ) 食品衛生法（昭和22年法律第233号） 

   (キ) 食育基本法（平成17年法律第63号） 

   (ク) 都市計画法（昭和43年法律第100号） 

   (ケ) 景観法（平成16年法律第110号） 

   (コ) 外広告物法（昭和24年法律第189号） 

   (サ) 建築基準法 

   (シ) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18

年法律第91号） 

   (ス) 消防法（昭和23年法律第186号） 

   (セ) 河川法（昭和39年法律第167号） 

   (ソ) 水道法（昭和32年法律第177号） 

   (タ) 下水道法（昭和33年法律第79号） 
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   (チ) 水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号） 

   (ツ) 土壌汚染対策法（平成14年法律第53号） 

   (テ) フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成13

年法律第64号） 

   (ト) 悪臭防止法（昭和46年法律第91号） 

   (ナ) 大気汚染防止法（昭和43年法律第97号） 

   (ニ) 騒音規制法（昭和43年法律第98号） 

   (ヌ) 振動規制法（昭和51年法律第64号） 

   (ネ) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号） 

   (ノ) 資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法律第48号） 

   (ハ) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル

法）（平成12年法律第104号） 

   (ヒ) エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関

する法律（省エネ法）（昭和54年法律第49号） 

   (フ) 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購

入法）（平成12年法律第100号） 

   (ヘ) 建築士法（昭和25年法律第202号） 

   (ホ) 建設業法（昭和24年法律第100号） 

(マ) 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号） 

   (ミ) 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号） 

   (ム) その他関係法令 

イ 条例等 

   (ア) 兵庫県建築基準条例（昭和46年兵庫県条例第32号） 

(イ) 兵庫県福祉のまちづくり条例（平成4年兵庫県条例第37号） 

(ウ) 兵庫県環境の保全と創造に関する条例（平成7年兵庫県条例第28

号） 

(エ) 兵庫県食品衛生法基準条例（平成11年兵庫県条例第56号） 

(オ) たつの市安全安心なまちづくりを推進する条例（平成17年たつの

市条例第116号） 

(カ) たつの市下水道条例（平成17年たつの市条例第144号） 

(キ) たつの市住みよい環境を守る条例（平成17年たつの市条例第112

号） 

(ク) たつの市住みよい環境を守る条例施行規則（平成17年たつの市規

則第95号） 

(ケ) たつの市新宮地域小中一貫校建設基本計画 

(コ) 第４次たつの市地球温暖化対策実行計画 

(サ) その他関係条例・規則等 
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(２) 適用基準  

本事業の実施に当たっては，関係法令等のほか、以下の基準類を標準仕

様として適用するものとする。その場合、いずれも契約締結時における最

新版を使用するものとし、本事業期間中に改訂されたときは、改訂内容へ

の対応等について協議を行うものとする。 

  ア 共通 

   (ア) たつの市建築工事価格積算要領 

   (イ) 公共建築設計業務委託共通仕様書 

   (ウ) 官公施設の基本的性能基準 

   (エ) 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準 

   (オ) 公共建築工事積算基準 

   (カ) 公共建築工事共通費積算基準 

   (キ) 公共建築工事標準単価積算基準 

  イ 建築 

   (ア) 公共建築工事標準仕様書（建築工事編） 

   (イ) 公共建築木造工事標準仕様書 

   (ウ) 建築設計基準 

   (エ) 建築構造設計基準 

   (オ) 木造計画・設計基準 

   (カ) 建築工事標準詳細図 

   (キ) 構内舗装・排水設計基準 

   (ク) 建築工事監理指針 

  ウ 設備 

   (ア) 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（機械設備工事編） 

   (イ) 公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）（機械設備工事編） 

   (ウ) 建築設備計画基準・同要領 

   (エ) 建築設備設計基準 

   (オ) 建築設備耐震設計・施工指針 一般財団法人：日本建築センター 

   (カ) 電気設備に関する技術基準を定める省令 

   (キ) 電気設備工事監理指針 

   (ク) 機械設備工事監理指針 

  エ 建築積算 

   (ア) 公共建築数量積算基準 

   (イ) 公共建築工事内訳書標準書式（建築工事編） 

   (ウ) 公共建築工事見積書標準書式（建築工事編） 

  オ 設備積算 

   (ア) 公共建築設備数量積算基準 



- 12 - 

 

   (イ) 公共建築工事内訳書標準書式（設備工事編） 

   (ウ) 公共建築工事見積書標準書式（設備工事編） 

  カ その他 

   (ア) 日本産業規格（JIS） 

   (イ) 学校環境衛生基準 

   (ウ) 学校給食衛生管理基準 

   (エ) その他関係要綱、要領 
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第３ 施設整備の要求水準 

 

１ 基本事項  

(１) 本施設の性能  

以下に示す水準と同等以上とし、耐火災、耐浸水、耐風、耐雪、耐寒、

耐落雷については、原則として「官公施設の基本的性能基準」の性能と同

等以上とする。  

  ア 構造体耐震安全性  

    「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」のⅡ類とする。  

  イ 非構造部材耐震安全性能  

    「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」のＢ類とする。  

  ウ 設備の耐震対策  

    「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」の耐震クラス乙類とする。  

(２) 一般事項  

ア 本施設は、認定こども園として質の高い教育・保育を提供する施設と

して、安心・安全でぬくもりやゆとりが感じられる施設とすること。  

イ 保護者、地域、学校との連携がしやすい施設として、配置計画、園庭

計画を行うこと。 

ウ たつの市新宮地域小中一貫校建設基本計画の内容を十分把握し、設計

を行うこと。  

  エ たつの市新宮地域という計画地の立地特性を想定し、建築計画に自然

の気候を生かすことを考慮すること。  

 

２ 施設共通  

(１) 全般  

ア 構造種別（耐火建築物想定）については、基本設計で検討し、建築延

床面積900～950㎡程度を想定計画とし、要求水準に記載された各項目を

満たす計画とすること。 

  イ 基本スパン、最大スパンについて、経済設計を考慮した計画とするこ

と。  

ウ 地震等の自然災害発生時や非常時において安全性の高い施設とするほ

か、浸水対策、避難安全対策、強風対策及び落雷対策等に十分留意する

こと。  

エ 設備計画は、敷地までのインフラ整備（上下水道、ガス、電気、電話

等通信回線）も含め、イニシャルコスト、ランニングコストを考慮する

こと。  
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オ 使用熱源は、調理効率、ランニングコスト低減等の経済性を考慮し、か

つ、災害時の早期復旧に配慮したものを受注者が提案すること。 

  カ 建物施設の維持管理が容易な計画とすること。  

  キ 設備機器等の維持管理及び更新に配慮した計画とすること。  

  ク 配管等の点検、補修及び更新を容易にする点検口や作業スペースを設

けること。  

ケ 地下ピットを設ける場合は、経済性とメンテナンス性に十分配慮した

設計とすること。  

コ 調理エリアは、ＨＡＣＣＰの考えに基づいた高度な衛生管理を行える

施設とすること。  

(２) ＺＥＢ化・環境配慮  

ア ＺＥＢの水準は、第４次たつの市地球温暖化対策実行計画に基づき、

ＺＥＢ Ready認証を取得するものとする。  

イ 省エネルギー、廃棄物発生抑制等に配慮し、環境負荷低減技術の導入

を図り、環境保全に寄与するよう努めること。そのため、構造躯体及び

建設資材は、将来、リサイクル化、再利用化できる材料を最大限導入す

ること。  

(３) ゾーニング計画  

  ア 災害時の避難動線を適切に確保すること。  

  イ 各諸室の機能や用途を考慮し、配置の関係性について配慮すること。  

ウ 管理エリア（職員室）から園庭及び玄関エリアの様子を確認できる配

置とすること。また、駐車場エリアについても配慮が必要であるが、カ

メラによる代替も可能とする。  

  エ 相談室やトイレ（大人用）などの共用エリアは、来訪者の利用を考慮

すること。  

  オ 園児、職員、来訪者の動線を明確に区分すること。  

  カ 保育室は、屋外の園庭及びテラスとの連続性を考慮すること。  

キ こども誰でも通園制度の保育室は、共用エリアから入りやすい位置と

すること。また、保育室との連携を考慮すること。  

ク 外部から調理エリアへは、搬入口を経由して出入りすること。また、

共用エリアから調理エリアへは廊下より前室経由で出入りすること。  

  ケ 調乳室と調理室は、連続性を考慮すること。  

  コ 廃棄物の搬出動線を考慮すること。  

(４) 諸室計画  

   別紙１「必要諸室一覧」を参照すること。  

 (５) 周辺環境計画  

  ア 外観・色調等について、周辺環境を意識した計画とすること。  
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イ 排水処理施設等から生じる臭気が周辺に拡散しないよう配慮し、設備

機器作動時や配送作業時等に発生する音や振動が周辺に影響を与えない

よう配慮すること。 

(６) 兵庫県（たつの市）産材料の活用 

   施設整備に使用する各種材料に、兵庫県（たつの市）産材料を積極的に

使用するよう配慮すること。 

 

３ 建築計画  

(１) 一般事項  

ア 仕上げは、「建築設計基準」（最新版）に記載される項目の範囲と同

等以上であることを原則とすること。  

イ 諸室は、その用途や備品・設備機器の配置を考慮し、使い勝手のよい 

形状とし、天井高を十分確保すること。また、諸室内の安全性に配慮し、

床面は段差のない構造とすること。  

  ウ 諸室の性能を満たすために必要な水密性、気密性を確保すること。  

エ 耐久性として、構造耐力上主要な部分に使用される資材が、必要とさ 

れる性能を通常の修繕や補修を行いつつ、長期にわたり確保できるよう、

雨水の浸入の防止対策、雨掛かり対策、水を多用する室における対策等

を行うこと。  

オ 振動対策として、運動等による人の動作または設備機器による振動等

により、生理的または心理的な不快さを感じられることがないようにす

ること。  

カ 施設内は、原則土足禁止とするため、玄関等には室内履きに履き替え

られるよう下駄箱を設置すること。 

(２) 建築材料等  

ア 建築の計画段階から、揮発性有機化合物の放散の少ない建築材料を用

いることに留意すること。  

イ 建物完成時には、室内のホルムアルデヒド及び揮発性有機化合物等の

濃度測定を「学校環境衛生基準」に基づき実施すること。なお、建物完

成時までに当該基準値、測定方法等が改正された場合は、その時点での

最新基準によるものとすること。  

  ウ 施設利用者の人体に影響を及ぼさない、防蟻対策、腐朽対策を行うこ

と。  

(３) 外部仕上げ 

ア 外部の仕上げ材について、認定こども園として親しみやすい外観とす

ること。  

  イ 衛生害虫等の侵入及び住み着きを防ぐ構造とすること。  
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  ウ 壁面保護やメンテナンス性に優れた仕上げ材を採用すること。  

 (４) 内部仕上げ  

  ア 内部の仕上げ材について、認定こども園として親しみやすい内装とす

ること。  

  イ 共用エリアの仕上げは、意匠性と耐久性のバランスを考慮すること。  

  ウ 保育エリアの仕上げは、子供の発達に資する自然素材を積極的に使用

すること。  

エ 調理エリアは、ＨＡＣＣＰの考えに基づいた高度な衛生管理を行える

施設とし、衛生管理、維持管理を行いやすい計画とすること。  

  オ 調理エリアは、ドライ仕様とすること。  

  カ 調理エリアの床は、抗菌性・防滑性・耐摩耗性・耐薬品性に優れるも

のとすること。  

キ 調理エリアの天井・壁・扉は、耐水性材料を用い、隙間がなく平滑で

清掃が容易に行える構造とする。また、かび汚れの付着を抑えるものと

すること。  

ク 調理エリア内で台車・コンテナ類等の接触の恐れのある部分には、破損

防止のためのコーナーガード、ストレッチャーガードを設けること。  

ケ 調理エリアの扉は、耐水性、防錆性、耐久性に配慮し、ステンレス製

またはアルミ製等の鋼製建具とすること。  

  コ 開閉できる構造の外窓には、取り外して洗浄できる網戸等を設置する

こと。 

  サ ガラス部分は、衝突防止及び飛散防止に配慮すること。  

(５) 出入口  

ア 出入口は、諸室の機能・規模に応じ、備品、間仕切りユニット、設備

機器等が容易に搬出入可能な大きさとすること。  

イ 廊下から諸室への出入口は、開閉時に扉が廊下に突出しないものとし、 

開き戸の扉は、レバーハンドルによる開閉とし、自閉装置付きとするこ

と。  

  ウ 諸室のドアには、必要に応じてストッパーを取り付けること。  

エ 扉部分は開閉に伴う人の衝突を未然に防ぐよう配慮するとともに、ガ

ラス部分はガラスへの衝突防止及び衝突時の飛散防止に配慮すること。  

 (６) 排水溝  

  ア ねずみ及び昆虫等の侵入防止及びゴミの流出防止の対策を施すこと。  

  イ 排水溝・排水桝の蓋は、軽量で扱いやすい材料を選定すること。  

ウ 排水溝は、清掃が容易に行える幅を確保するとともに、適切な排水勾

配とすること。なお、調理機器の下部には清掃時に配慮して、適宜勾配

を設けること。また、排水溝の側面と床面の境界には、適切なアールを
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付けること。  

エ 排水溝の内部は、調理室内はステンレス製とし、ごみや食材が溜まら

ないようにすること。  

 

４ 構造計画  

 (１) 一般事項  

ア 構造計画は、意匠設計及び設備設計と整合を図り、設計与条件及び要

求性能を満たす構造体となるよう計画すること。  

イ 地業は、計画建物の構造種別を考慮し、地盤特性を把握することによ

り経済的な地業とすること。 

  ウ 上部構造の構造種別は、基本設計で決定すること。  

エ 部材配置、部材断面、接合方法等は、施工性、耐久性及び耐火性につ

いて検討を行った上で決定する。  

 (２) 構造形式及び構造種別  

 構造形式は、設計上考慮すべき荷重及び外力に対する構造体の目標性

能の確保のほか、規模、形状、経済性等を考慮して決定する。  

 (３) 材料（構造耐力上主要な部分に用いる材料）  

ア 原則として、ＪＡＳに適合するものまたは国土交通大臣の指定を受け

たものとすること。  

イ アに規定する以外の材料については、建築基準法令等の定めに適合し

たものとすること。  

ウ 建築物の規模、構造形式、構造種別及び各材料の特性を考慮し、合理

的なものとすること。  

 

５ 電気設備計画  

 (１) 一般事項  

  ア 電気設備技術基準、その他関係諸法令に準拠すること。  

  イ 原則、国土交通省仕様とすること。  

  ウ 更新・メンテナンスの容易性や経済性等に配慮し、原則、汎用品を使

用すること。  

エ ＬＥＤ照明をはじめとした省エネルギー機器の採用により、エネルギ

ーの消費を抑えた計画とし、環境にやさしく、ライフサイクルコストの

低減に配慮した計画とすること。 

オ 将来の電気機器及び電気容量の増加に備え、受変電設備、配電盤内に

電灯、動力ともに予備回路を設けること。  

  カ ランニングコスト削減のため、最大需要電力（デマンド値）に配慮す

ること。  
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キ 屋外の露出配管及びボックス、留金具類は、溶融亜鉛メッキまたはス

テンレス製とすること。  

ク 調理室の諸室内壁面に設置する機器類は、粉塵の溜まらないよう可能

な限り凹凸を避けること。  

(２) 受変電設備  

  ア 設置容量は、使用時間等を十分考慮して計画すること。  

  イ 電力引込配線は、構内は埋設とし、受変電設備までの引込を計画する

こと。  

 (３) 幹線設備  

 受変電設備より各電灯盤・動力盤・制御盤へ電圧降下等を考慮し、適切

に電源供給を行うこと。  

 (４) 動力設備  

ア 空調設備・衛生設備、昇降機や厨房機器、その他の動力負荷に対し

て、適切に電源供給を行うこと。  

  イ 受変電設備、空調設備、衛生設備等の異常等を移報する警報盤を設置す

ること。 

 (５) 電灯・コンセント設備  

  ア 照明・コンセント、厨房機器等の電灯負荷に対して、適切に電源供給

を行うこと。  

イ 調理エリアに設けるコンセントは防水タイプとし、電源は漏電ブレー

カーとすること。また、取付け位置等にも考慮し、湿気の多い場所での

安全性を図ること。  

ウ 保育室に設けるコンセントは、園児の事故防止のため、取付け位置等

を考慮すること。 

エ 移動式機器類の電源は、安全衛生面に配慮しながら、移動や清掃の妨

げとならないよう設置すること。  

オ 照明器具は、ＬＥＤ器具とし、適切な照度が確保でき、空間の快適性

を考慮した光源とすること。  

カ 建物内・屋外の各照明は、照明制御機能を有するＬＥＤとし、①スケ

ジュール制御、②明るさセンサーによる一定照度制御、③在／不在調光

制御のいずれかの制御を行い設置すること。  

キ 保育室等園児の活動室、動線についての照明器具及び配線器具は、ラ

ンプ等の破損による破片の飛散防止及び安全面を配慮した器具とするこ

と。  

  ク 外部の照明器具は、虫を誘引しない低誘虫照明器具等とすること。  

  ケ 高所に設置する照明設備は、交換等が容易にできるよう配慮すること。  

 (６) 通信・情報設備  
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  ア ＬＡＮ設備  

光ファイバー等による通信回線等の引込及び構内の必要な個所へ配線

できるよう配管を敷設すること。  

  イ 電話設備  

    予備回線を含め最大３回線を引き込める計画とする。 

  ウ インターホン設備  

    インターホンは外部入口～職員室、厨房～搬入口に設置すること。  

エ トイレ緊急呼出表示設備  

多目的トイレには緊急呼出ボタン等を設け、職員用に緊急呼出表示機

器を設けること。  

 (７) 情報表示設備  

  ア テレビ共聴設備  

    地上デジタル放送が視聴できること。 

 (８) 拡声設備  

  ア 施設内の諸室に放送が可能な設備を設けること。なお、非常放送設備

との兼用も可とする。 

  イ 調理室は、高温多湿な環境に十分耐える機器とすること。  

(９) 監視カメラ設備  

ア 施設の業務管理のため、監視カメラ用の配管を設置すること。なお、

監視カメラの設置箇所は４箇所（正門、玄関、給食搬入口、乳児・ほふ

く室）とする。  

  イ 職員室モニターによる一元管理を行うこと。 

(10) 機械警備設備 

機械警備設備を設置できるよう配管を行うこと。なお、機械警備機器は、 

市が別途業者にて発注する。  

 (11) 電気錠設備 

外部からの出入口部分は、電気錠で区画し、セキュリティの確保を図る

こと。 

 (12) 映像・音響設備  

   遊戯室の舞台用に音響設備を設置できるように電源、配管を行うこと。  

 (13) 自動火災報知設備  

   施設内に感知器等の自動火災放置設備を設けること。  

   受信機を職員用事務室に設置すること。  

 (14) 太陽光発電設備  

   建物屋根面に太陽光発電設備10kWシステムの計画を行うこと。  
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６ 機械設備計画  

 (１) 一般事項  

  ア 省エネルギー、省資源に配慮すること。  

  イ 原則、国土交通省仕様とすること。  

ウ 機械設備及び調理機器の熱源は、イニシャルコスト及びランニングコ

ストを低減できる方式とすること。  

エ 更新・メンテナンスの容易性や経済性等に配慮し、原則、汎用品を使

用すること。  

  オ 室内の空気環境に十分留意すること。  

  カ 操作の容易性を確保すること。  

  キ 誤操作を防止できる機能、緊急停止装置・感震装置等により安全性を

確保すること。  

ク 外部に設置する大型設備機器は、振動・騒音対策を講じること。 

※ 耐震基準は、『官庁施設の総合耐震・対津波計画基準』の耐震ク

ラス乙類及び『建築設備耐震設計基準・施工指針2014年版』クラス

Ａを共に満足するものとする。  

  ケ 危険箇所には、危険表示をすること。  

  コ 防虫及び防鼠対策を講じること。  

  サ 地域に則した凍結防止対策を行うこと（最低温度-4.0℃程度）。  

シ 想定人員数は、園児90人、配置職員数16人、計106人とすること。 

(２) 換気・空調設備  

  ア 外気及び室内設計条件  

    ［設計外気条件］建築設備設計基準（茶本）令和６年版参照  

    ［設計室内条件］  

     空調『有』 

      夏季： 温度25℃±３℃、湿度 成行き 

冬季： 温度22℃±３℃、湿度40～70%  

     空調『無』（換気のみ）  

      夏季： 温度40℃以下、湿度 成行き 

冬季： 温度15℃以上、湿度 成行き  

イ 主な空調設備は、各室において温度及び湿度管理が行えるよう個別制

御が可能な空調システムとすること。また、職員室で集中管理が行える

こと。  

ウ 一般居室（乳児室、ほふく室、調乳室、保育室、遊戯室、ホール、図

書コーナー、職員室等）の空調は、電気式空冷パッケージエアコン方式

＋全熱交換器を採用し、室内機は四方向天井カセット型エアコン及び一

部天井隠蔽型とする。また、加湿設備は居室湿度要求に対して適正な機
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器を選定とする。  

エ 調理室は厨房用空冷ＰＡＣ使用とする。また、調理時の過熱及び換気

を考慮した空調設備を計画すること。  

オ 給排気設備ともに防虫対策を行う。  

カ 換気量の算定としては、人員数 30㎥／（ｈ・人）及び換気回数※に

より算出換気量『大』側を選択とする。  

※ 換気回数：一般居室 ２回／ｈ、倉庫類 ５回／ｈ、 

トイレ類 10回／ｈ、廊下 0.5回／ｈ 

  キ 換気種別  

(ア) 第一種換気 

一般居室（乳児室、ほふく室、調乳室、保育室、遊戯室、ホール、

図書コーナー、職員室等） 

(イ) 第三種換気 

便所、給湯室、各種倉庫  

  ク 全熱交換器は、全て『ＣＯ２制御機構付き』+『防虫ユニット付き』

とする。  

ケ 調理エリアの水蒸気及び熱気等の発生する場所においては、十分な容

量の強制排気設備を設けることとし、省エネ対策として給排気一体型二

重フードを設置すること。  

コ 調理室及び洗浄室に設置する換気設備は、結露対策を施した構造とす

るとともに、釜や揚げ物機等にはフードを下して、場内の温度・湿度の

上昇をできるだけ防ぐように配慮すること。  

サ 換気ダクトの主系統部分は、断面積が同一で、直角に曲げないように

し、粉塵が留まらない構造とすること。  

シ 調理系統の外気取入口及び排気出口の主たる位置は、屋上等の周囲に

影響の少ない場所に計画すること。  

ス 外気を取り込む換気口には、汚染された空気及び昆虫等の流入を防ぐ

ためのフィルター等を備えること。なお、フィルター等は、洗浄、交換

及び取付けが容易に行える構造とすること。  

  セ 油分を多く含む排気系統には、洗浄の容易なグリースフィルターを設

けること。  

  ソ 排煙設備は、自然排煙設備（建築工事）にて対応とする。 

  タ 換気・空調設備は、各居室に設置し、職員室で集中管理ができるよう

に計画すること。  

(３) 給水設備  

  ア 敷地西側道路の給水本管より50Ａにて配管引込みを行うこと。 

イ 給水方式は受水槽＋加圧ポンプ給水方式とすること。但し、水道本管
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圧力及び水理計算上対応可能であれば水道直結方式または増圧給水方式

を選択とする。  

(４) 給湯設備  

  ア 諸室ごとに適切な給湯器を選定・設置し、給湯を行うこと。  

  イ 給湯（60℃）使用量4,000L/日程度とする。  

ウ 即湯循環配管方式（循環ポンプ、ミキシングバルブ、ストレーナー類

含む）とする。  

  エ 給湯箇所は、沐浴室、調理室とすること。  

 (５) 排水設備  

  ア 敷地東側道路の下水道本管に接続すること。  

  イ 生活排水は汚水、雑排水屋内分流式とする。  

ウ 給食系統排水には厨房除害設備（グリストラップ等）を設け、下水道

排水基準に適合させること。  

 (６) ガス設備  

  ア 敷地内のガス供給源は、プロパンガスとする。  

  イ ガスメーター及び自動切換え調整機を設置すること。  

 (７) 衛生器具設備  

ア 大便器 

洋便器型を選定し、温水洗浄、暖房便座機能付きとする。又、女性用

トイレには、擬音装置を設置すること。  

イ 小便器 

全て自動洗浄とすること。  

  ウ 洗面台 

全て自動水栓式とすること。  

エ バリアフリートイレ 

大便器、洗面器の他、オストメイト対応器具を設置すること。なお、

乳児室のトイレには、沐浴槽を設置すること。  

  オ 流し台 

手動混合水栓とすること。  

カ 手洗い 

全て自動洗浄とすること。  

  キ シャワーユニット 

幼児用シャワーパン及びシャワー付きカラン（給水・給湯供給）を設

置すること。  

ク 汚物流し 

掃除口付床置床排水汚物流し（参考型番SKL330HNNN TOTO製）及び汚物

流し便器洗浄用センサー（参考型番FMN150 TOTO製）を設置すること。  
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  ケ 散水栓 

屋外の緑地帯に散水栓（レジコン製）を設置すること。 

コ 手・足洗い場 

人用洗い場としシャワー付きカラン（給水・給湯供給）を設置するこ

と。  

  サ 衛生器具設備の設置数は、別紙１「必要諸室一覧」を参照すること。  

 

７ 消防・防災設備計画  

 (１) 一般事項  

ア 関連法令に従い、その設備が本来持つ能力、機能を十分発揮できるよ

うな位置と数量を計画すること。  

  イ 排煙設備は、原則自然排煙とすること。  

 

８ 調理機器計画  

(１) 一般事項  

ア 調理エリア内はドライシステムとし、ＨＡＣＣＰの考えに基づいた食

材の搬入から調理済み食品の配送までの安全衛生管理を徹底するため、

以下の点に留意し、調理機器の規格及び仕様を計画すること。  

   (ア) 温度と時間の管理及び記録  

   (イ) 微生物の増殖防止（機器の構造及び材質）  

   (ウ) ほこり・ごみ溜りの防止（機器の構造）  

   (エ) 鳥類・昆虫類・ねずみ等の哺乳類の侵入防止（機器の構造及び気

密性）  

   (オ) 洗浄、清掃が容易な構造  

   (カ) 食中毒菌の増殖防止（機器の構造及び材質）  

   (キ) 床面を濡らさない構造（汚れの飛散防止）  

    ａ 献立の選択肢が広げられるよう、適切な機種、配置とすること。  

    ｂ 調理機器の選定においては、メンテナンスの頻度・費用も考慮す

ること。  

ｃ 調理機器に対しては、全体的な建築設備のコストメリット及び省

エネ性を考慮して提案すること。  

(２) 調理機器の仕様  

  ア 外装  

    設備の外装は、腐食に強いステンレス板とすること。  

  イ テーブル類の甲板の仕様  

   (ア) 板厚は、変形しにくい厚さの板とすること。  

(イ) 甲板のつなぎ目は、可能な限り少なくし、埃、ごみ溜りができな
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い構造とすること。  

   (ウ) 甲板と背立ての角では、５アール以上のコーナーを設けること。  

   (エ) 水溜りが予想される台は、水が速やかに排水できる構造とするこ

と。  

(オ) 壁面設置の場合は、背立て（バックスプラッシュ）Ｈ＝200mm 以

上を設け、水等の飛散を防ぐとともに、壁面を汚さないよう考慮する

こと。また、埃・ごみ溜りを減らすよう背立ての上面は傾斜させるこ

と。  

ウ シンク類の槽の仕様  

(ア) 板厚、つなぎ目、背立て及び甲板のコーナー取り等に関しては、

テーブル類の甲板の仕様と同等とすること。  

(イ) 排水金具は、十分に排水を行える構造のものとし、必ずトラップ

式の金具を用い、清掃が容易なものとすること。  

(ウ) 槽の底面は、十分な水勾配を取り、水溜りのできない構造とする

こと。 

(エ) 槽の外面は、必要に応じて結露防止の塗装を施し、床面への水垂

れを防止すること。  

(オ) 水返し構造等、水滴の床面への落下を防止できる構造とするこ

と。  

(カ) 野菜を洗浄するシンクは、オーバーフローが生じないよう、可能

な限り大型のものを用いること。  

   (キ) 食材用及び器具用の洗浄シンクを設置し、共用しないこと。  

   (ク) 手洗いシンクの高さは、台車との接触に配慮すること。  

エ 脚部及び補強材の仕様  

(ア) 衛生面を考慮し、清掃しやすく、ごみの付着が少ない管材、角管

材を使用すること。  

  オ キャビネット・本体部の仕様  

   (ア) 衛生害虫・異物等の侵入を防ぐよう、可能な限り隙間のない構造

とすること。  

   (イ) キャビネットは、扉付とすること。  

(ウ) 内側のコーナー面は、ポールコーナー５アール以上を設け、清掃

しやすい構造とすること。  

(エ) 汚れやすいレール部は、取り外し可能なものとし、清掃及び洗浄

が容易な構造とすること。  

(オ) アジャスター部の仕様  

    ａ 防錆を考慮すること。  

    ｂ 床面清掃が容易に行えるよう、高さを確保すること。  
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    ｃ ベース置き以外は、高さの調整が行えるものとすること。  

(３) 調理機器の設置  

   調理機器の設置に関して、以下の点に留意すること。  

ア 耐震性能を考慮し、導入する機器に合わせた固定方法とすること。耐

震に関する性能は、建築設備の耐震安全性の分類に準じること。  

  イ 機器は水平となるように設置すること。  

ウ 必要な個所は、転倒を防止する装置を施すこと。  

エ 騒音を発する機器は、その低減を図ること。  

オ 作業台の高さは、働く人の身長や作業の内容等に配慮すること。  

  カ 設備回りの清掃が容易であること。また、塵埃・ごみが堆積しにくい

こと。  

  キ キープドライであること。  

(４) 調理機器の設置場所及び台数 

調理機器の設置場所及び台数については、別紙３「厨房機器リスト」を

参照すること。  

 

９ 外構計画  

 (１) 全般  

ア 園庭について、運動スペースとして変化に富み、遊びながら様々な活

動を体験できる空間として計画・設計すること。  

イ 遊具について、固定遊具等は、別紙４「遊具リスト」を参照し、整備

すること。また、ビオトープ、ステージ等も積極的に提案すること。  

ウ 緑化スペースについて、植栽、草花などの緑化スペースが教材として

も活用されるよう園地全体に積極的に取り入れること。  

エ 門、囲障等について、敷地外周部には、周辺環境及びセキュリティに

配慮し設置すること。なお、歩行者動線について安全に配慮し、囲障等

の設置を考慮すること。また、隣接地への騒音対策を考慮すること。  

オ 可能な限り現状レベルを生かした計画とすること。なお、浸水対策に

十分留意すること。  

カ 人の動線については、歩車分離に配慮すること。また、車いすの利用

者等の利用も踏まえ、スロープ等を設置すること。  

キ 建物の周囲は、環境美化上からも清掃しやすい構造とし、雨水による

水たまりや塵埃の発生を防止するため、適切な勾配をとり、舗装等を行

うこと。  

ク 敷地内の舗装は、配送車両等の転回及び切り返しに対する耐久性を備

えること。  

ケ 使い勝手により出入口、歩道の切り下げ幅等を検討すること。また、
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既設切り下げ以外の位置を切り下げる場合、既設の切り下げを復旧する

こと。（原則出入口の計画は、東側道路に設置すること。）  

コ 車両出入口の設置条件について、法令等に基づき所定の手続きを行い、 

関係所管課と調整を行うこと。  

サ 市道への車両出庫における事故防止のため、安全対策に留意すること。  

シ 緑地の面積を確保し、適宜植樹を行うこと。ただし、維持管理が容易

となるよう高木とならない樹木を選定すること。  

ス 外灯を外周通路、駐車場、駐輪場に整備すること。  

セ 雨水の流出量を抑制するため、最終桝は浸透桝を設置すること。  

ソ 周辺環境に配慮して塀またはフェンスを設置すること。  

タ 適宜、散水設備を設けること。  

(２) ゾーニング計画 

ア 敷地内車路は、送迎車両、搬入車両の走行の安全に配慮した幅員を考

慮するとともに、緊急時における緊急車両の動線も考慮した計画とする

こと。 

イ 施設へのアプローチは、玄関が来場時によく分かるよう、駐車場や駐

輪場の位置を配慮して計画するとともに、食材搬入車及び配送車がスム

ーズに搬入通路に接車できるよう、回転や切り返し等のスペースを考慮

すること。  

ウ 将来、施設内の大型設備等を交換することを考慮し、搬出・搬入・保

守・更新に係る作業スペースを確保すること。  

(３) 附帯施設  

ア 受水槽  

   (ア) 耐震基準は、乙類とする。  

(イ) 緊急遮断弁、防災用給水バルブ等により、災害時に飲用水として

取り出せる仕様とすること。  

(ウ) 受水槽はステンレス製（二層式）とし、清掃時の断水防止を図る

こと。また、給水圧が変動しないようインバータ方式とすること。さ

らに、受水槽内の残留塩素低下防止対策として水位制御を行うこと。  

(エ) 防衛生害虫等設備  

    ａ 外部からの衛生害虫・砂塵等の侵入を防止するよう配慮すること。 

    ｂ 吸気口及び排気口に備える防虫ネットは、ステンレス製とし、洗

浄・交換及び取付けが容易に行えるなどメンテナンス性に留意する

こと。  

   (オ) 搬入車両置場  

 必要台数分（２トントラック１台を想定）を確保すること(単独で

設置が難しい場合は、一般駐車場と兼用での計画も可能) 。 
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(４) その他  

  ア 一般駐車場  

敷地内に、自動車が24台以上（身障者用１台、管理用１台、緊急車両

用１台、給食食材搬入用１台、保護者・職員用20台）駐車できるスペー

スを確保すること。  

イ 駐輪場  

    敷地内に、自転車5台程度が駐輪できる屋根付きのスペースを確保す

ること。  

  ウ 敷地内通路  

車での乗降からエントランスまで通路を整備すること。また、雨天時

の配慮を行うこと。  

  エ 門扉  

    防犯性・耐久性があり、軽量で操作しやすいものを選定すること。  

  オ 囲障 

(ア) 敷地境界の全周に設置すること。  

   (イ) 防犯性・耐久性・防音性（隣接地側）に優れたものを選定するこ

と。  

カ サイン  

子どもが理解しやすいサインとし、愛着が生まれるデザインを考慮す

ること。また、建築空間と一体的にデザインを行うこと。  

  キ 造作家具  

(ア) 各室に求められる機能及び運営方法に則した造作家具を考慮する

こと。  

(イ) 想定される造作家具は、玄関の下足箱、各保育室のロッカー等と

する。 
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第４ 本業務の実施に関する要求水準 

 

１ 基本事項  

(１) 受注者は、要求水準及び提案書を基に本事業を適切に行うこと。  

(２) 統括管理技術者は、本事業全体をマネジメントし、事業全体の進捗管

理、コスト管理及び基本設計、実施設計、建設工事、工事監理の取りまと

めを行い、業務間での必要な業務の漏れや不整合などが発生しないよう必

要な調整を行うこと。  

(３) 本事業が延滞なく進捗するよう工程管理の計画を作成し、適切に実

行・管理すること。  

(４) 本事業が支障なく進捗するようコスト管理の計画を作成し、適切に実

行・管理すること。  

(５) 品質確保を確実にするため、品質確保の計画を作成し、適切に実行・管

理すること。 

 

２ 共通事項  

(１) 工程表の作成  

ア 受注者は、契約締結後速やかに総合工程表を発注者に提出すること。 

イ 総合工程表及び業務工程表は、敷地等の事前調査等により現況等の把

握を十分に行い、発注者等と協議・調整を行った上で作成すること。  

ウ 総合工程表及び業務工程表は、必要に応じて随時更新することとし、

更新する必要が生じた場合、速やかに発注者に報告すること。また、業

務に支障がないよう適切な措置を講じること。  

(２) 体制表の作成  

ア 受注者は、実施体制において必要な配置技術者について、契約締結後

速やかに発注者に通知すること。  

イ 受注者は、速やかにアの配置技術者を記載した体制表を発注者に提出

すること。  

(３) コスト管理  

ア 共通 

(ア) 受注者は、契約締結から引渡しまで、要求水準の明確な変更が無

い限り、提案時の提案内容を守りながら、提案価格を下回るようコス

ト管理すること。  

(イ) 賃金または物価の変動等により工事価格等の増減が予測される場

合は、提案価格の総額を下回るようコスト管理を行うため、受注者は

発注者と協議すること。  
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(ウ) 当該計画の目的を変更しない限度において、特に必要な場合また

はやむを得ない事由により変更が生じた場合、契約変更を行い、原

則、別途契約を締結しないものとする。  

イ 設計業務 

(ア) 受注者は、提案価格に基づき、設計期間中のコスト管理を行うこ

と。また、必要に応じてＶＥ・ＣＤ提案をおこなうこと。  

(イ) 見積り合わせにおける工事価格が、設計業務において実施する積

算業務における工事価格以下、かつ、提案価格以下となるようコスト

管理すること。  

(ウ) 受注者は、基本設計完了までに見積作成用図面を基に発注者の指

定する方法により設計見積書を作成し、発注者の確認を受けること。  

(エ) 発注者及び受注者は、見積書等の内容について価格等の交渉を行 

い、必要がある場合には見積条件等について見直しを行うものとする。  

ウ 建設工事  

(ア) 受注者は、工事請負契約の内訳書に基づき、建設工事期間中のコ

スト管理を行うこと。  

(イ) 設計変更内容については、発注者の指示する方法により変更図面

及び変更内訳明細書を作成し、発注者の承諾を受けること。  

(４) 要求水準の確認  

ア 受注者は、要求水準を満たすため、契約締結後速やかに、要求水準確

認計画書（任意様式）を作成し、発注者の承諾を受けること。  

(ア) 受注者は、要求水準確認計画書に基づいて、本事業の管理を行うこ

と。 

(イ) 個別の確認項目ごとに、要求水準の確認の方法と確認の時期、確

認をする者、その他必要な事項を記載すること。  

(ウ) 要求水準で定めた各項目を一覧化したチェックリストを添付する

こと。  

(エ) 基本設計終了・実施設計完了時、その他必要な時期に変更・見直

しを行うこと。その際、要求水準確認書の修正を行うこと。  

イ 受注者は、要求水準確認計画書に基づき、基本設計・実施設計、建設

工事の各段階等において、要求水準の反映状況の確認を行い、発注者の

承諾を受けること。  

ウ 発注者は、基本設計・実施設計、建設工事の各段階等において、要求

水準との間に不一致があると判断した場合には、受注者の責任及び費用

負担において修正することを求めることができる。  

(５) 技術提案の確認  

ア 受注者は、技術提案内容を実現するため、契約締結後速やかに、技術
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提案実施計画書（任意様式）を作成し、発注者の承諾を受けること。  

(ア) 受注者は、技術提案実施計画書に基づいて、本事業の管理を行う

こと。  

(イ) 提案時の具体的評価項目ごとに、提案内容の確認の方法と確認の

時期、確認をする者、その他必要な事項を記載すること。  

(ウ) 技術提案で提案した各項目を一覧化したチェックリストを添付す

ること。  

(エ) 基本設計終了・実施設計完了時、その他必要な時期に変更・見直

しを行うこと。その際、技術提案実施計画書の修正を行うこと。  

イ 受注者は、技術提案実施計画書に基づき、基本設計・実施設計、建設

工事の各段階等において、提案内容の反映状況の確認を行い、発注者の

承諾を受けること。  

ウ 発注者は、基本設計・実施設計、建設工事の各段階等において、技術

提案の間に不一致があると判断した場合には、受注者の責任及び費用負

担において修正することを求めることができる。  

(６) 提出書類  

ア 受注者は、発注者等が指定した様式により、契約締結後に、関係書類

を速やかに提出しなければならない。  

イ 受注者が発注者に提出する書類で様式及び部数が定められていない場

合は、発注者等の指示によるものとする。  

(７) 打合せ及び記録と報告  

ア 受注者は、発注者及びその他関係機関と協議及び打合せを行った場合、 

その内容について、その都度書面（打合せ簿）に記載し、発注者に報告

して相互に確認しなければならない。  

イ 発注者及び受注者は、指示、通知、報告、提出、承諾、回答、協議

（以下「指示等」という。）を書面で行わなければならない。やむを得

ない事由により、口頭で行った指示等は、後日、書面により交付しなけ

ればならない。  

ウ 受注者は、本事業の実施において疑義が生じた場合、発注者と書面に

より協議しなければならない。この場合、発注者は速やかに協議に応じ

るものとし、打合せ内容は、書面（打合せ簿）に記録し、相互に確認し

なければならない。  

(８) 資料の貸与及び返却  

ア 発注者は、本業務に必要な図面及びその他関連資料等（以下「貸与資

料」という。）を受注者に貸与するものとする。  

イ 受注者は、貸与の必要がなくなった時点で直ちに発注者へ返却するも

のとする。  
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ウ 受注者は、貸与資料を善良な管理者の注意をもって取扱わなければなら

ない。万一、損傷した場合には、受注者の責任と費用負担において修復す

ること。 

エ 受注者は、守秘義務が求められる資料については、これを他人に閲覧

させ、複写させ、または譲渡してはならない。  

(９) 守秘義務  

受注者は、業務の実施過程で知り得た秘密を第三者に漏らしてはならな

い。  

 (10) 各種申請業務  

ア 各種申請業務を適切に実施することにより、本事業の円滑な遂行を図

る。  

イ 受注者が実施する関係諸官庁との協議・申請に起因する遅延は、受注

者の責任とする。  

ウ 受注者は、関係法令等により定められた申請及び必要な諸手続を行う

こと。なお、申請及び手続等に変更があった場合も同様とする。申請及

び手続等に要する費用は、発注者の負担とする。  

エ 確認申請以外の各種申請手数料（ＺＥＢ申請（BELS：建物省エネルギ

ー性能表示制度)等）は、全て発注者の負担とする。  

オ 本設インフラ（電力、上下水道、ガス、通信等）の引込みに関する負

担金は、発注者の負担とする。  

カ 受注者は、発注者が行う関係官公庁等への手続きの際に協力しなけれ

ばならない。  

(11) 関連別途業務等に係る業務  

ア 発注者が発注する関連別途業務等（事務用品・調理備品）等の納入に

ついて、本業務及び関連別途業務等が円滑に遂行できるよう調整するこ

と。  

イ 発注者は、関連別途業務等の内容及び図面等を必要に応じて、通知ま

たは貸与する。  

(12) 発注者への支援業務  

ア 発注者による関係者等への説明等が必要な場合、受注者は、発注者等

の求めに応じて、必要な資料等を作成するとともに、これらの説明に協

力すること。  

イ 施設概要パンフレット用図面作成、市民対応等について発注者に協力

すること。  

(13) 近隣対策  

ア 発注者に同行し、近隣挨拶等を実施すること。  

イ 近隣住民等への対策・対応は、受注者の責任において実施すること。
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必要に応じて、 調査を実施することとし、その費用は受注者の負担と

する。  

ウ 以下の点に留意して、工事計画・施工計画等を作成し、発注者の承諾

を受けること。  

(ア) 工事に伴う近隣に及ぼす影響を最小限とすること。  

(イ) 無理のない工程計画とすること。  

(ウ) 騒音・振動及び悪臭・粉塵等、近隣の環境保全に十分配慮するこ

と。 

(14) 必要に応じて実施する各種調査  

受注者が必要と判断して行う各種調査は、受注者の負担において実施す 

ること。 

(15) 成果品の帰属 

ア 成果品の様式・書式は、発注者との事前協議により承諾を受けること。  

イ 成果品は全て発注者に帰属し、その管理は発注者が行う。なお、受注 

者が当該業務に係る成果品、または計画の一部を第三者に公表する場合

は、発注者と協議により承認を受けなければならない。  

 

３ 設計業務  

(１) 基本事項  

ア 受注者は、要求水準、技術提案及び提案価格を基に、設計業務期間中

に設計仕様・積算業務を確定すること。  

イ 受注者は、技術提案の内容に関する具体的な検討を行い、設計図書に

反映すること。 

ウ 設計検討案については、複数案提示し、それぞれメリット、デメリッ

トを比較検討の上、発注者に説明をしながら設計を進めること。  

エ 必要とされる各種計算書（構造、電気負荷、空調負荷、各室照度、給

排水等）は、発注者に提出し、承諾を受けること。  

オ 計算に使用した理論、公式の引用、文献等並びにその計算過程を計算

書に明記すること。  

カ 構造計算等を電子計算機によって計算を行う場合は、プログラムと使

用機種について、あらかじめ発注者の承諾を受けること。  

(２) 設計業務計画書等の提出  

ア 受注者は、契約締結後14日以内に業務計画書を作成し、発注者に提出

し、承諾を受けること。  

イ 設計業務計画書の内容を変更する場合は、理由を明確にした上、その

都度、発注者に変更業務計画書を提出し、承諾を受けること。  

(３) 業務内容及び成果品  
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ア 基本設計業務  

(ア) 要求水準及び技術提案に基づく設計条件等を発注者と協議の上、

整理すること。  

(イ) 法規制やインフラ等の諸条件については、関係機関と事前に協議

の上、必ず発注者に書面にて報告・確認し、設計業務に反映させるこ

と。  

(ウ) 業務内容については、別添１「基本設計業務の内容」による。  

(エ) 成果品については、別表２「基本設計業務の成果品一覧」による。  

(オ) 基本設計段階における積算業務は、以下のとおりとする。  

ａ 「たつの市建築工事価格積算要領」及び本要求水準書「第２ 本事

業における条件の３ 適用法令及び適用基準等」に準じて、各工種の

数量に基づく積算業務が行えるよう基本設計図書を作成し、発注者

の承認を得ること。  

ｂ 積算方法の詳細は、発注者との協議により決定する。  

ｃ 工事内訳書のデータは、実施設計段階における積算業務で作成する

建築工事、電気設備工事、機械設備工事を含めた内訳明細書とする。

なお、エクセルデータとＰＤＦデータを提出すること。 

ｄ 数量積算書（拾い図含む。）の様式は任意のものとするが、実施

前に発注者に承諾を受けること。  

ｅ 採用単価は、「国土交通省建築積算基準」、「建築コスト情

報」、「建築施工単価」、「建設物価」、「積算資料」等による。

見積書に基づく場合は、原則３者見積比較により実勢の市場価格を

調査し、適正な単価を採用すること。  

(カ) 基本設計段階での建物外観及び主要諸室のイメージパースを作成

すること。  

イ 実施設計業務  

(ア) 業務内容については、別添３「実施設計業務の内容」による。  

(イ) 成果品については、別添４「実施設計業務の成果品一覧」による。  

(ウ) 実施設計段階における積算業務は、以下のとおりとする。  

ａ 発注者の確認した実施設計図書に基づき、「たつの市建築工事価

格積算要領」並びに本要求水準書「第２ 本事業における条件の３ 

適用法令及び適用基準等」に準じて行うこと。  

ｂ 作成要領等については、発注者と協議すること。  

ｃ 工事内訳書のデータは、エクセルデータで編集し、建築工事、電

気設備工事、機械設備工事を含めた内訳明細書とする。なお、エク

セルデータとＰＤＦデータを提出すること。  

ｄ 積算業務（数量調書、見積徴収、見積検討資料、代価表、複合単
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価等の作成）については、次の点に留意して行うこと。  

(ａ) 「第２ 本事業における条件の３ 適用法令及び適用基準等」

に準じて 作成すること。  

(ｂ) 計算過程を省略しないこと。  

(ｃ) 数量積算書（拾い図含む。）の様式は任意のものとするが、

実施前に発注者に承諾を受けること。  

(ｄ) 採用単価は、「国土交通省建築積算基準」、「建築コスト情

報」、「建築施工単価」、「建設物価」、「積算資料」等によ

る。見積書に基づく場合は、原則３者見積比較により実勢の市場

価格を調査し、適正な単価を採用すること。  

(エ) 実施設計段階で建物外観及び主要諸室のイメージパースを作成す

ること。  

ウ 設計意図伝達業務  

(ア) 工事施工段階において、設計者が設計意図を正確に伝えるため、

実施設計図書に基づき、質疑応答、説明、工事材料、設備機器等の選

定に関する検討、助言等を行うこと。 

(イ) 業務内容については、別表６「設計意図伝達業務の内容」による。  

(４) 成果品の管理  

ア 設計仕様書に規定する成果物には、特定の製品名、製造所名またはこ

れらが推定されるような記載をしてはならない。ただし、これにより難

い場合は、あらかじめ発注者と協議し、承諾を受けなければならない。  

イ 国際単位系の適用に際し疑義が生じた場合は、発注者と協議を行うこ

と。  

ウ 受注者は、設計仕様書に規定がある場合または発注者が指示し、これ

に同意した場合は、履行期間途中においても、成果物の部分引渡しを行

わなくてはならない。  

(５) 検査  

ア 受注者は、業務が完了したときは、速やかに業務完了届を提出し、発

注者の確認後、本市の検査員による完了検査を受けること。  

イ 完了検査を行う場所及び日時は、受注者からの業務完了届の提出後、検

査員が決定する。完了検査日は、業務完了届を受けてから 10 日以内とす

る。  

ウ 検査員は、発注者、統括管理技術者及び設計業務管理技術者の立会の

上、設計業務の提出書類、成果品及び履行状況の検査を行うこと。  

エ 検査に合格しなかった場合、直ちに是正して発注者及び検査員の確認

を受けなければならない。  
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４ 建設工事（敷地内の外構整備含む）  

(１) 基本事項  

ア 関連法令を遵守し、適切な工事計画を策定すること。  

イ 工事中に第三者に及ぼした損害については、原則、受注者が責任を負 

うものとする。  

ウ 工事に伴う影響（特に車両の交通障害・騒音・振動・粉塵の飛散）を

最小限に抑えること。  

エ 関係法規を遵守し、労働環境の整備等を適切に図ること。  

オ 施工業務については、４週８休を考慮した工期設定とすること。  

(２) 施工計画書等の提出  

ア 受注者は建設工事の実施に際し、別添７「建設工事提出書類一覧」に

示す「11．施工計画書」、「９．協力業者一覧表」を期日までに発注者

に提出し、承諾を受けること。  

イ 施工計画書等の内容を変更する場合は、理由を明確にした上、その都

度、発注者に提出し、承諾を受けること。  

 (３) 作業日・作業時間  

ア 日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定す

る休日は、原則、作業を行わないこと。作業を行う場合は、休日作業届

を提出すること。  

イ 作業時間は、概ね午前８時から午後５時までを基本とする。  

ウ 工程上、早出・残業・休日・夜間作業を行う場合は、事前に発注者に

報告し、近隣住民に説明し、理解を得ること。  

エ 近隣対応等の状況より、前各項にかかわらず作業日時等が変更になる

事もある。  

オ 働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成30年

法律第71号）を遵守すること。  

(４) 工事車両の安全管理  

ア 工事車両の運行については、安全配慮を徹底することとともに、道路

の清掃等にも配慮すること。  

イ 交通誘導員は、少なくとも敷地の出入口に常時１名配置すること。また、

主要資材搬入時等、特に工事車両の交通量が増加する場合は、交通誘導員

を増員する等、安全管理を徹底すること。 

ウ 工事車両は、工事敷地内に駐車すること。敷地内に駐車できない場合

は、適切な駐車場を確保すること。  

(５) 工事現場の管理  

ア 現場事務所を設置すること。なお、現場事務所内に発注者及び工事監

理者等も使用できる会議室（30 ㎡程度）を設け、必要な備品及び水道
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光熱を含む維持管理費を適宜見込むこと。 

イ 安全管理、災害の防止及び周辺環境の保全に努めること。  

ウ 休日、夜間等における不法侵入を防止する等、防犯に努めること。  

エ 近隣・周辺環境に配慮し、作業環境の改善及び現場の美化に努めるこ

と。  

オ 受注者は、備品等の別途業務（事務用品・家具・厨房機器等）の納入

業者に対して、統括安全衛生管理義務を負うものとする。  

カ オに伴い共用で使用可能な仮設物などの業務へ協力すること。  

(６) 工事用電力・用水  

工事中の仮設対応、本設引込後、引渡までの電力・給水・下水道につい

ては、基本料金、使用料金ともに受注者負担とする。  

(７) 工事保険等  

ア 工事目的物及び工事材料（支給材料を含む。）などを対象とする建設

工事保険及び請負業者賠償責任保険などに加入し、その証書の写しを発

注者に提出すること。  

イ 保険期間は、工事着工日から工事目的物引渡しの日までとする。  

ウ 工事保険（法定外の労災保険を含む）などに必要な一切の費用は、受

注者の負担とする。  

(８) 工事内容及び提出書類 

ア 実施設計業務において作成した実施設計図書に基づき、以下の工事を

実施する。  

(ア) 新宮こども園建設工事 一式  

ａ 建築工事 

ｂ 電気設備工事 

ｃ 機械設備工事 

(イ) 外構工事 一式  

ａ 附帯施設（受水槽、排水処理施設等）  

ｂ その他（園庭、遊具、一般駐車場、駐輪場、門扉、囲障等）  

イ 躯体図作成前に総合調整を行い、意匠、構造、電気、衛生、空調等の

工事を含めた総合図を作成し、工事監理者の承認を得た上で、発注者に

提出し、承諾を受けること。  

ウ 完成図書の提出については、別添７「建設工事提出書類一覧」に示す

完成時の書類を発注者に提出し、承諾を受けること。  

(９) 検査  

ア 部分払出来高検査及び中間検査  

(ア) 部分払の請求があった場合、出来高を査定するために発注者が検

査を行う者として定めた職員（以下「検査員」という。）が、部分払出
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来高検査を行う。 

(イ) 工事の中間段階において、履行状況の確認や隠ぺい部となる部分

の確認のため、検査員による検査を行う場合がある。  

イ 法的適合検査  

(ア) 建設工事の完成後、建築基準法第7条第1項の規定による検査を受

けること。なお、検査手数料については発注者の負担とする。  

(イ) その他、必要な法定検査を受けること。  

(ウ) 検査及び是正に係る一切の費用は、受注者の負担による。 

ウ 完成検査  

(ア) 受注者は、建設工事が完成したときは、速やかに完成届を提出し、 

発注者等及び工事監理者による完成確認後、本市の検査員による完成

検査を受けること。  

(イ) 完成検査を行う場所及び日時は、受注者からの完成届の提出後、

検査員が決定する。完成検査日は、完成届を受けてから14日以内とす

る。  

(ウ) 検査員は、発注者、監理技術者、現場代理人、統括管理技術者及

び工事監理業務管理技術者の立会の上、設計図書に基づき建設工事及

び提出書類の検査を行うものとする。 

(エ) 検査に合格しなかった場合、直ちに是正して発注者及び検査員の

確認を受けなければならない。  

(10) 引渡し  

ア 完成検査に合格したときは、発注者の指示に従い、直ちに工事目的物

を引渡さなければならない。  

イ 引渡し前に発注者等に対して、建物及び諸設備の取扱説明書を提出の

上、取扱説明を行うこと。 

ウ 引渡し日の翌日から６か月間は、発注者が円滑に施設運営・管理を行

えるよう建物及び諸設備に関する技術員を迅速に対応させられる体制を

とること。  

(11) 契約不適合  

ア 受注者は、引き渡し後６か月、１年、２年後に点検を行うこと。  

イ 契約不適合を理由として請求等を行うことができる期間は、建築工事

２年、電気・機械設備工事１年とする。ただし、製造業者による保証期

間がある場合は、発注者及び受注者にて協議の上、対応するものとす

る。 

ウ 受注者の過失等に起因する不良な箇所が発見された場合には、速やか

に発注者の必要と認める修正、その他必要な作業を受注者の負担におい

て行うものとする。 
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(12) その他  

ア 避難計画書の作成支援を行うこと。  

イ パンフレットの作成（Ａ３版・カラー両面印刷・２つ折り、１枚、

100部） 

施設紹介や食育用に、施設概要及び平面図、施設及び調理写真等を掲

載したパンフレットを作成すること。なお、当該原稿は電子媒体で発注

者に提出し、著作権についても発注者に帰属するものとする。  

ウ 開園に向けた各種申請業務の支援を行うこと。  

 

５ 工事監理業務  

(１) 基本事項  

ア 実施設計図書に基づき、工事を設計図書と照合し、それが設計図書の

とおりに実施されているか確認する業務を行う。  

イ 工事監理者は、発注資料に明示のない場合または疑義が生じた場合に

は、発注者と協議すること。  

(２) 工事監理業務計画書等の提出  

ア 受注者は工事監理業務の実施に際し、別添９「工事監理業務の提出書

類一覧」に示す書類を発注者に提出し、承諾を受けること。  

イ 工事監理者は工事監理業務着手前に、別添９「工事監理業務の提出書

類一覧」の業務計画書を作成し、発注者に提出し、承諾を受けること。  

ウ 工事監理業務計画の内容を変更する場合は、理由を明確にした上、そ

の都度、発注者に発注者に提出し、承諾を受けること。  

(３) 業務内容及び成果品  

ア 業務内容については、別添８「工事監理業務の内容」のほか、下記

(ア)から(ウ)による。  

(ア) 完成図書の確認 

設計図書の定めにより受注者（建設）が提出する完成図に関する資

料について、その内容が適切であるか否かを確認し、結果を発注者に

報告すること。確認の結果、適切でないと認められる場合には、受注

者に対して修正を求めるべき事項を検討し、その結果を発注者に報告

すること。 

(イ) 設計図書の訂正または変更  

設計図書の一部を訂正または変更する必要が生じた場合、必要な設

計図書等を作成し、発注者に提出すること。また、「３ 設計業務

（３）業務内容及び成果品のイ 実施設計業務」に準じて、変更工事内

訳書を作成すること。  

(ウ) 軽微な訂正または変更  
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工事の中で、細部の取り合い・調整、または、発注者の指示により

軽微な変更が生じた場合、工事の受注者等に対して指示すべき事項を

発注者に報告し、承諾を受けること。  

イ 成果品については、別添９「工事監理業務の提出書類一覧」による。  

(４) 検査  

ア 工事監理業務が完了したときは、速やかに業務完了届を提出し、発注

者の確認後、本市の検査員による検査を受けること。  

イ 完了検査を行う場所及び日時は、受注者からの業務完了届の提出後、

検査員が決定する。完了検査日は、業務完了届を受けてから10日以内と

する。  

ウ 検査員は、発注者、統括管理技術者及び工事監理業務管理技術者の立

会の上、工事監理業務の提出書類、履行状況及び成果品の検査を行うも

のとする。  

エ 検査に合格しなかった場合、直ちに是正して発注者及び検査員の確認

を受けなければならない。 


